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おわりに
はじめに
わが国の現行憲法は「政党」に対して沈黙し、日本国憲法上「政党」に
特別の規定を設けることなく、結社の自由（21条）によってその成立と
活動の自由を保障するに止まっている。ところが、2000年4月に成立し
た改正公選法（99条の2）・国会法（109条の2）は、衆参両院とも比例
代表議員は、選挙後発足した新党に参加したり、離党・除名によって無所
属となる場合などを除いて、当選時点の所属政党から別の政党に移籍した
ときには議員身分を喪失する旨を定めている。国会法109条の2が議員に
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対する規定であるのに対し、公職選挙法99条の2は議員になる前の比例
代表制における当選人に対する同様の規定であるから、未だ議員になって
いない当選人の段階においては、自由委任の問題は生じないといえよう。
これに対し、，国会法109条の2は、比例代表制に基づいて選出された議員
が、選挙時に登載された名簿を提出した政治団体等から、選挙時に別の名
簿を提出した政治団体等に、議員となった後に所属を変更した場合は、退
職者とする旨を規定している。対象となる議院は、1項では衆議院、2項
では参議院とされており、議員身分の喪失については、両議院の議員が対
象とされている。この規定は、議員資格の喪失を自発的な党籍変更の場合
に限定していないことなどから、自由委任の原理との関係において問題が
生じうる。また、比例代表選挙であっても、それは議員選出の一方法にす
ぎず、一度選出された議員は、単にその政党を代表するものではないとす
る古典的国民代表の考え方と、「政党」に対して沈黙する実定憲法に即し
た見方からすると、所属政党から離脱し党籍を変更したからといって直ち
に議員の身分を失わせることはできないのでは……という疑問が生じてく
る。この問題は、日本国憲法「43条の理解をめぐる難問のひとつ（1）」とさ
れている。
この点に関して、近年成立した2007年タイ王国憲法は、「全国民の代
表」規定とともに政党国家原理に基づく政党条項を置いており、実定憲法
上、両者の緊張関係が露呈されるところとなっている。この緊張関係は、
憲法理論的には、どのように把握されうるのか。より大きな疑問が湧く。
本稿でタイ王国憲法をとり上げる所以である。
周知のように、タイ王国では、2006年9月のクーデターによって「1997
年憲法」（r仏暦2540年タイ王国憲法」）が停止され、10月の「2006年暫定憲
法」（r仏暦2549年タイ王国暫定憲法」）の公布・施行を経て、2007年8月24日
に現行の「2007年憲法」（r仏暦2550年タイ王国憲法」）が公布・施行された。
2007年憲法は、タイ王国憲法が採用する議会制について、「下院議員お
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よび上院議員は、タイ国民全体の代表者であり、いかなる命令、委任また
は支配によっても拘束されることはない（2）」（122条）とする国民代表原理
に基づく議会制を定めている。
タイでは、1932年6月のカナ・ラート（人民党）による、いわゆる「立
憲革命」を経て成立した1932年6月シャム統治憲章（暫定憲法）に続く
1932年12月シャム王国憲法（恒久憲法）で、「人民代表議会の各議員は、
シャム国民全体の代表であり、単に選出したもののみの代表ではな」く、
「議員は、自らの思考のみに従って職務を履行するものとし、いかなる命
令、又は依頼の束縛を受けることはない（3）」（20条）と定め、いわゆる「純
粋代表」および「自由委任」を明定した。この国民代表原理に基づく「全
国民の代表」規定はその後の憲法で一貫して継承され（4）、タイ王国では、
基本的には代表議会制が志向されている。
2007年憲法は、他方で、政党に関する規定（下院議員に適用）を有し
ている。すなわち、下院議員選挙立候補者と政党の関係について、「選挙
日までに90日継続して、いずれか一つの政党の党員である（5）」（101条3
号）ことを、下院議員選挙（中選挙区選出議員400名、比例区選出議員80
名）立候補者の資格要件とする規定を置いている。また、国民の権利・自
由の一つとして、政党結成の自由に関する規定を置いている。この規定
は、一方で、政党について、現代の政党国家原理に基づく「国民の政治意
思を形成し、その意思に基づく政治活動を行う（6）」（65条1項）ものと定
め、他方で、政党を公的機関として位置づけ、「政党の内部組織の整備、
活動および規則は、国王を元首とする民主主義政体の基本原則と合致しな
ければならない（7）」（65条2項）とする規制を加えている。さらに、憲法
上、政党員たる下院議員の所属政党からの離脱が議員資格の喪失を招く旨
の規定（106条）を置いており、この規定はいわゆる「政党国家」の視点
から注目に値する。これは、1974年憲法の（下院議員の）党籍離脱・議
席喪失規定（後述）を継承するものである。
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こうして、2007年憲法においては、国民代表原理に基づく（両議院議
員の）「全国民の代表」規定と、下院（比例区・中選挙区選出）議員の「党
籍離脱・議員資格喪失」規定（政党国家的民主制原理に基づく政党条項）
との緊張関係が問題になる。この緊張関係は、憲法理論的にはどのように
把握されるのか。また、そのような政党条項がタイ王国憲法に置かれてい
る意味とは、いかなるものか。以下、2007年憲法を中心とするタイ王国
憲法の政党条項に照準を合わせた考察を行いたい。
一国民代表原理を基調とするタイ王国議会制
タイ王国の2007年憲法は、「下院議員および上院議員は、タイ国民全体
の代表者であり、いかなる命令、委任または支配によっても拘束されるこ
とはない。利害の対立にかかわることなく、タイ国民全体の利益のために
誠実に職務を遂行されなければならない」（122条）と規定する。
「国民全体の代表……命令、委任……によっても拘束されることはな
い」と定める122条は、古典的国民代表原理に基づく規定であると解さ
れ、代表制についての「純粋代表」を定め、選挙民と議員の関係について
の「命令委任」を否定し、「自由委任」を定めていると見ることができる。
すなわち、この規定は、議員は自分を支持する選挙区民などの法的な代理
人ではなく、選挙区民などの指示に拘束されることなく自由・独立に行動
するもの（「自由委任」）を意味し、抽象概念としての「全国民」の代表者
であること、つまり、「純粋代表」を言い表している。
こうして、122条の憲法的意味として、一般的には、選挙区民などが求
める個々の具体的な指示に法的に拘束されることなく、議員は、自らの良
心に基づいて自由に意見を表明し、表決を行うという面を指摘しうる。
122条の憲法的意味を把握する場合、タイ王国憲法上の、現代的な政党
国家原理に基づく政党条項（65条1項「国民の政治意思を形成し、その
意思に基づく政治活動を行う」政党規定）、101条（下院議員選挙候補者
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の政党所属義務付け規定）、106条（下院議員の「党籍離脱・議席喪失」
規定）の存在を考慮に入れる必要がある。そうすることによって、より重
要な憲法的意味として、両院議員には「倫理的・道義的に、いかなる場合
にも、全国民のために活動することが要請されている（8）」という面を指摘
することができる。この面を強調することにより、「全国民の代表」規定
は、下院議員に関わる政党条項にも親和的なものとなりうる。すなわち、
タイ王国において、下院議員は「国民の政治意思を形成し、その意思に基
づく政治活動を行う」（65条1項）政党の一員であることにより、国民代
表としての任務をよりよく果たしうるものになると解されるからである。
また、122条は、上記規定に続けて、両院議員は「利害の対立にかかわ
ることなく、タイ国民全体の利益のために誠実に職務を遂行されなければ
ならない（9）」と定める。全国民のための活動要請は、タイ王国における議
会制の確立・整備のために必要な基盤づくりという面にも関連する。すな
わち、この規定は、「国民全体の利益のために」、部分的な利益の追求や些
末な利害の対立に終始・拘泥することなく、議会の正常な運営を行いうる
担い手（議員）の育成という視点からも重要である。
1憲法上の政党結成の自由と政党への規制
結社の自由に関する規定は、一般に、一つの任意団体としての政党に対
し、その役割と活動の自由を保障するものであるが、タイ王国憲法の場
合、政党結成の自由に関する規定を置いて、政党を公的機関の一一つとし
て位置づけ、政党に対し、「国王を元首とする民主主義」のなかで積極的
な役割を果たすべく規制を加えるものとなっている。すなわち、2007年
憲法65条は、「何人も、本憲法に定める国王を元首とする民主主義政体に
則って、国民の政治意思を形成し、その意思に基づく政治活動を行うため
政党を設立する自由を有する。政党の内部組織の整備、活動および規則
は、国王を元首とする民主主義政体の基本原則と合致しなければならな
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い」（1・2項）と規定している。
本条において「政党の内部組織の整備、活動および規則」を規制する原
理である「国王を元首とする民主主義（政体）」とは、1958年サリット・
クーデターを契機として構築された「タイ式民主主義（10）」を志向する政
治の中で形成された概念である。この「民主主義」は、西欧から、国民の
政治的成熟度に応じて（徐々に）受容される「民主主義（政体）」である。
この「民主主義」の擁護者は、「父君」（ポークン）と仏法王（タマティ
ラート）（11）の地位を兼ねる「伝統的」国王の地位を継承する（その資格を
有する）国王である。国王は、国家目標（国の繁栄発展と民族の安定化）
実現の「調整者」として政治に関与する。この国王は、憲法上、元首とし
て「主権の行使者（12）」たる地位とそれに相応する権能を有する。っまり、
「国王を元首とする民主主義（政体）」とは、伝統的国王の地位を継承し、
憲法上、元首として「主権の行使者」たる地位とそれに相応する権能を有
する国王が、国家目標実現の「調整者」として政治に関与する過程におい
て、漸進的に国民の政治的成熟度に応じて受容される西欧的「民主主義
（政体）」ということになろう。
このように、2007年憲法は、1997年憲法と同様、「第3章タイ国民の
権利と自由」で政党結成の自由にっいて定め、政党国家原理に基づく（ド
イツ基本法21条1項に似た）65条1項規定（政党について、「国民の政治
意思を形成し、その意思に基づく政治活動を行う」と定める規定）を置
き、他の政党条項とともに、政党を選挙民の意思を国会に伝える公的機関
として位置づけ、「国王を元首とする民主主義政体」のなかで積極的役割
をあてがうために「政党の内部組織の整備、活動および規則は、国王を
元首とする民主主義政体の基本原則と合致しなければならない」（65条2
項）とする規制を加えるに至っている。
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2憲法上の「全国民の代表」規定と政党条項
タイ王国憲法では、すでに触れたように、1932年憲法の20条で「人民
代表議会の各議員は、シャム国民全体の代表であり、単に選出したものの
みの代表ではない。議員は、自らの思考のみに従って職務を履行するもの
とし、いかなる命令、又は依頼の束縛を受けることはない」と規定され、
それ以降、純粋代表・自由委任を定める規定が維持されている。代表制
は、純粋代表（自由委任）の段階から、今日、建前として純粋代表（自由
委任）を維持しながら、政党政治の展開を所与の前提とする段階にある。
すなわち、近代憲法・議会制史に即していえば、普通選挙成立後、「代表」
の観念の中に選挙民の意思の反映が求められるようになった段階であり、
この段階の「代表」が「半代表」と呼ばれるものである。
こうして今日の「半代表」観念のもとでは、政党は、「民意の伝声管」
として、「代表」と相互両立的に理解されるようになり、憲法の明文上で
政党に言及する国も出てきている。
タイ王国では、1974年憲法において、政党条項一①立候補者の資格要
件としての政党所属、②政党法に従った政党の結成の自由、③党籍離脱・
議席喪失等に関する規定一が置かれた。すなわち、立候補者の資格要件と
しての政党所属については、「以下の資格を有する者は代議員議員選挙候
補者となる資格を有する。……（3）いずれか一の政党の党員である者（13）」
と定めた（117条3号）。また、政党結成の自由については、「何人も、本
憲法で定める民主的政治形態を通じて政治活動を行うために、政党を結成
する自由を享受する。政党の結成及び運営は、政党法に従い、これを行う
ものとする。政党は、その収入源及び支出を公表しなければならない（14）」
と定めた（45条）。さらに、代議院（下院）議員の党籍離脱・議席喪失に
っいては、「代議院議員は、以下の場合にその資格を喪失する。……（7）
政党の党員たる身分を辞職したとき、又は所属している政党が解散したし
たとき。（8）所属している政党が裁判所の命令により解散され、又は政
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党が当該議員を除籍する決議を行い、裁判所が命令を発し、又は政党が決
議を行った日から70日以内に他の政党の党員になることができない場合
に、政党の党員たる身分を喪失したとき（15）」と定めた（124条）。
タイ王国では、1974年当時、政党活動は「タノム・クーデター」（1971
年11月17日、タノム首相（兼国防大臣・国軍最高司令官）を「革命団」
議長として行われたクーデター）によって禁止されていた。ちなみに、こ
のクーデターの目的は、1968年憲法と政党法を廃止することにより、政
党の結成を禁止し、政党人政治家を排除したタノムら軍部の独占的政治
支配を確保することにあったとされる。1974年憲法公布の前日（10月6
日）、「1974年政党法」が制定され、政党活動を禁止した「1971年革命団
布告第9号」が廃止されて、政党の設立が認められた（16）。
政党政治の今日、もはや純粋代表ではなく、自由委任の建前が維持され
っっ、直接民主制・命令委任の発想や制度を取り込んでいる半代表の段階
であるといわれる。この段階において、たとえば、わが国のように、憲法
が政党のために特別の規定を用意することなく、結社の自由（21条）に
よってその成立と活動の自由を保障するにとどまる場合は、問題の核心
は、どこまで命令委任的な制度を導入することが可能かということになろ
う（17）。ドイツの場合には、基本法は政党に関して「政党は政治的意思の
形成に協力する」（21条1項）と定め、（後述する）トリーペルのいう政
党の「憲法的融合」を行っている状況にある。すなわち、ドイツの連邦議
会議員選挙は政党本意の比例代表制を採用している。他方で、連邦議会の
「議員は全国民の代表であって、委託および指図に拘束されることなく、
自己の良心のみに従う」（38条1項）と規定し、自由委任を明文で定めて
いる。この点に関するドイツの通説・判例の立場は、自由委任の原理を優
先させ、議員は政党から除名された場合でも、自ら離党した場合でも議
席を失うことはなく、また辞職を申し出る義務もないというものである
（Vg1．BVerfGE2，1（74））（18）。
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タイ王国の場合は、憲法上、ドイツ基本法（党籍離脱によって議席を失
うことはないとする）とも異なる様相を示すものである。後述するよう
に、2007年憲法（106条）は、ライプホルツが「政党国家の帰結」（「党か
ら除名された場合（ある党から他の党へ移る場合も全く同様であるが）に
は、その議員が議会における議席を喪失することになるということ……
は、その終結的帰結なのである（19）」として導き出した事柄）を実定化し
ているからである。
さらに、タイ王国憲法の場合、選挙区、比例代表区にかかわりなく、下
院議員は所属政党を離脱すれば、議員資格を喪失する。この点において
も、比例代表選出議員だけを法律上議席喪失の対象とするわが国の場合と
は憲法状況が異なる。
二「政党国家」的要素が加味されたタイ王国議会制
代表制理論によれば、ふつう①純粋代表から②半代表を経て③直接民主
制へという発展段階が説かれる（20）。
本稿では、半代表から直接民主制に至る段階における議会制、っまり、
「政党国家」ないし「』直接民主制」の要素が加味された議会制を把握し、
より具体的には、タイ王国憲法の採用する議会制を明らかにするために、
よく知られている2つの概念（論理）を参考にしたい。すなわち、トリー
ペルの政党の「憲法的融合」という概念と、ライプホルツが（「政党国家」
の論理を極限にまで推し進めて）「直接民主制の代用物」として捉えた
「政党国家的民主制」の論理である。
1政党の「憲法的融合」と「政党国家」
政党に対する国家（国法）の態度の変化を理念型的に示すものとし
て今日でもしばしば用いられているのが、H・トリーペル（Heinrich
Triepe1）の4段階説である。すなわち、トリーペルは、「憲法と政党」
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（HTriepe1，“DieStaatsverfassungundpolitischenParteien”，1928，S．28f．）
と題する論文の中で、政党に対する国家（国法）の対応の歴史を整理し
て、それを、①政党敵視の段階、②政党無視の段階、③政党の承認および
法制化の段階、④政党の憲法的融合（憲法的編入）の段階の4段階に区分
した。そして、政党国家を「政党を基礎として成立する」国家、しかもそ
のことが憲法によって保障されている、つまり、政党の「憲法的融合」
（VbrfassungsmaassigeInkorpor甜on）がなされている国家であるとした。
もっともトリーペル自身は、「大衆政党」、ひいては「政党国家」に否定
的な見方をし、政党の「憲法融合」には必ずしも賛成ではなかったといわ
れる（21）。すなわち、トリーペルの説く政党の「憲法的融合」という概念
は、政党政治によってもたらされる‘‘変化”（広く近代憲法の意味・内容
の変化）を承認するものではなかった。政党の「憲法的融合」は、近代憲
法価値に見合う状況が保障されていること、とくに政党がそのような存在
であることを条件としてはじめて認められるものとされた。だが、トリー
ペルは、政党の本質・性格はきわめて利己的なものであり、それゆえ国家
組織の中に参加させるのは不適当と見た。換言すれば、政党、なかんずく
「大衆政党」（後述）は、国家公共的配慮がなく、私的利益追求をモチー
フにしており、しかもその域を出ない存在で、決して憲法の価値に見合う
ような存在ではないとした。それゆえ、トリーペルは「大衆政党」を否定
的に扱い、「大衆政党」のもたらした憲法現象を「外憲法的現象」にとど
めておくべきである、と主張したのである。ワイマール憲法下のドイツで
は、政党国家が憲法現実となっており、トリーペルは、国政が「大衆政
党」の影響下にあった点は否認しなかったが、憲法現実と憲法との不一致
を強調し、「政党国家」を支持しなかったといわれる。このようなトリー
ペルの政党論に対して最も厳しい批判を加えたのが、H・ケルゼン（Hans
Kelsen）である。ケルゼンによると、「デモクラシーは必然不可避的に政
ヤヤヤ党国家であ（22）」り、これに反対するのは、非民主的であるだけでなく、
タイ王国憲法における政党条項をめぐって（野畑）23
非現実的であるとした。
トリーペルの政党論から導出される重要な事柄は、政党国家が前提とす
る政党とは、「大衆政党」だということである。すなわち、政党国家がい
われるときの政党は、国民代表原理に則って、議員の肩代わりをする「名
望家政党」のような議員政党一議員のたまたまの集まりに過ぎず、議員の
独立を害することはないような政党一ではない、ということである。
イギリス政党史から帰納した政党組織の発展過程について、「貴族政
党」（Adelsparteien）、「名望家政党」（Honoratiorenparteien）および「大
衆政党」（Massenparteien）という3つの類型を示した（23）とされるマック
ス・ウェーバー（MaxW6ber）によれば、「大衆政党」とは、「民主制、普
通選挙権、大衆獲得と大衆組織の必要、指導における最高度の統一性とき
わめて厳しい党規律の発達（24）」が生み出した「近代的な政党」にほかな
らない。
「大衆政党」は、提示した政党に対する選挙民の支持に依拠し、かつ拘
束される。その結果、党員たる議員の議会活動は、党の決定から自由でな
いということになる。「大衆政党」は、選挙に際して、また、議会内外に
おける不断の活動を通して、単に政府への世論の伝声管としての機能だけ
でなく、主体的に国民の政治的意思を形成するという現代国家に不可欠
な統合機能をも営んでいる。国家意思の決定は、「大衆政党」の圧倒的影
響の下に行われ、その正当性は、「大衆政党」の介在（仲介）によって供
給される。「大衆政党」が「政治過程の原動力」としての機能を営む現象
は、「20世紀の大衆民主政国家においては共通の不可避的現象である（25）」
といわれるまでになっている。そして、「大衆政党」がこのように国家意
思の形成および決定に実質上主導的立場を占める、換言すれば政治のダイ
ナミックスに主役を努める現代国家のことを、一般に「政党国家」（party
state，Parteienstaat）と呼称している。
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2「政党国家的民主制」とその「帰結」
今日の「大衆政党」は、議員政党とは違う。「大衆政党」は政治生活
に決定的な影響をあたえ、議会制は変質した。このような状況に合わせ
て、直接民主制の代用物である「政党国家的民主制」（Parteienstaatliche
Demokratie）がいわれる。すなわち、G・ライプホルツ（Gerhard
Leibholz）によれば、今日「すべての西洋諸国において近代民主制が政党
国家的民主制、すなわち政治的な行動単位としての政党を基礎として構成
され政党を政治的統合過程の不可欠の構成要素とみなす民主制の性質をも
っに至った（26）」とされる。そして、政党は、今や、“憲法の構造上の不可
欠な構成要素”となって、‘‘憲法組織の中に編入”され、国民の政治的意
思決定に協働することを通じて、‘‘憲法上の一機関”としての機能を果た
している。このような政党国家において問題となるのは、民主制の形態で
ある。というのは、政党国家的民主制が、その原理的構造において、自由
主義的・代表議会制的民主制とは、「技術的な細部においてのみならずあ
らゆる本質的な点で全く異なっている」からである。こう述べて、ライプ
ホルツは政党国家的民主制の特徴として、①直接民主制の代用品、②議会
から選挙民・政党への政治の重点移動、③政党による命令的委任の一般
化、④所属政党如何による議員の選択、⑤党籍離脱・議席喪失（政党国家
一的民主制の帰結）などを挙げている。
以下、これらの特徴に触れておこう。
①直接民主制の代用品
現代の政党国家は、直接民主制の代用物である。すなわち、現代の政党
国家は、その本質・形態からすると、「国民投票的民主制の合理的発現形
態」である。別言すると、「現代の広域国家……における直接民主制の代
用品であり、その原理的構造において自由主義的代表民主制とは著しく異
なっている（27）」のである。
ここで注意しなければならないのは、直接民主制がいわれるときの指標
タイ王国憲法における政党条項をめぐって（野畑）25
である。直接民主制といえば、古代ギリシャ・アテネの民会やスイスのラ
ンズゲマインデが例としてあげられるように、狭い領域でのみ成り立ちう
るもので、広域国家では、無理とされてきた。だから、広域国家では代表
議会制が不可避だったのである。しかし、20世紀になって直接民主制がい
われるための要件が変わった。すなわち、有権者がみずから集まって、審
議し決定する機会などもたないまま、“直接に投票して多数決で決める”
手法にっいて、直接民主制がいわれるようになった。つまり、国民投票が
直接民主制なのである。議員選挙について国民投票がいわれる場合、有権
者の行う投票は、代表議会制における議員の選挙、別言すれば、人の選出
という意味での投票ではない。議員選挙のかたちをとっても、それは政策
にっいて行う投票である。政策は政党の掲げるものであるから、政策の選
択は政党を選択することになる。民意は、政策つまり政党を通してまとめ
あげられる。こうして有権者と政党の「一体化」（一体性原理）がいわれ
ることになる。有権者に選択された政党は、政党間の競合を通して政策を
議会意思・政府意思に昇華し、国家意思に仕立て上げる。これが政党意思
と国家意思の「一体化」ということの意味である。このような国民投票的
民主制を可能にしたのが、「大衆政党」にほかならない。ここから、政党
国家は、直接民主制の今日的形態ということになる。
ライプホルツによれば、政党国家的民主制においては、国民の意思ない
し「一般意思」は、政党を通じて形成される。つまり、国民投票的民主制
においては、選挙民の多数の意思が国民のその時々の全体意思と同一視さ
れるのと同じように、政党国家的民主制が機能している場合、政府や議会
においてその時々に多数派を形成している政党の意思が「一般意思」と同
一視される。つまり、選挙民の多数意思によって形成される民意は「全体
意思」であり、国政の面で多数党の示す民意は「一般意思」である。「全
体意思は、ほんらい私的である個別意思の合計で、そのままでは私的とい
う特性を払いきれない。この全体意思が公的になるのは、っねに正しいと
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される一般意思に接し、これにより洗浄されるときである（28）」。政党は、
全体意思を一般意思へと質的に転換させる役割を果たすことになる。政党
のこの役割は、一体化（一体性原理）によって正当化されている。
ただ、問題は、政党それ自体の存立理由は、一体化に役立ち、一体化作
用に大きくかかわるものではあっても、一体化を独占するものではないは
ずだという点である。ライプホルツの政党国家論の鍵概念ともいえる、こ
の一体性原理（ないし一体化作用）に対しては疑問を投げかける見解もあ
る。たとえば、D・グリム（D．Grimm）は、次のようにいう。すなわち、
なぜ党員よりも圧倒的に多い有権者の意思が党員意思に一体化されてしま
うのか。有権者、とくに党員以外の有権者は、民意形成に当たって行為無
能力でないはずなのに……、と（29）。
②議会から選挙民・政党への政治の重点移動
ライプホルツによれば、代表議会制から政党国家的民主制への発展の結
果に応じて、政党国家的民主制においては、議会は（かってもっていた）
自由な討論に基づく決定の場として固有かつ本来の性格をますます喪失し
ていき、他の場所（委員会あるいは党会議）ですでに下された決定を記録
するために党規律にしばられた政党の受任者が集まる場に過ぎなくなっ
た。このような状況にあっては、政治の重点は、議会から選挙民と選挙民
を組織する政党へと移行していく。伝統的な形態における議会は、今日で
は、もはや国家の統治機構の内部で中枢的地位を占めるものではない。議
会の地位は変化したのである。
③政党による命令的委任の一般化
議会の地位の変化に伴い、議会の議員の地位も変化した。今日の議員
は、19世紀的な議会制（自由主義的代表議会制）の下で考えられていたよ
うな、全国民の代表者として自己の良心にのみ従って自由かっ独立に行動
する議員ではなくなった。議員は、政党の意思に服従し、政党の拘束・制
約に服することになった。政党の拘束は、議会での審議・採決において、
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議員の演説や投票に決定的な影響を及ぼすもので、ここにおいて、命令的
委任や会派強制が、憲法理論上、その足がかりと内的正当性を与えられる
ことになっブこ。
④所属政党如何による議員の選択
現代政党国家における議員の選挙は、議員個人を選ぶことではなくな
り、国民投票的な性格をもつに至った。議員の選挙は、選挙民がその政治
的意思を「党によって指名された候補者」と「候補者の支持する党綱領」
に対して表明する「国民投票的行為」を意味するに至った。したがって、
選挙民による議員選択の基準は、候補者個人の功績ではなく、所属政党如
何になった。
⑤党籍離脱・議席喪失（政党国家的民主制の帰結）
議員が反党行為をなした場合、党からその責任を追及されることが多く
なっている。このことは、現代の政党国家的民主制の“帰結”に対応す
る。政党は、党を通して表明された民意の「番人」として、議員を党から
除名することができるが、実際上、このことは議員にとって「政治的経歴
の終了」，を意味する。政党国家的民主制の論理を徹底するならば、「党か
ら除名された場合（ある党から他の党へ移る場合も全く同様であるが）に
は、その議員が議会における議席を喪失することになるということ……
は、その終結的帰結なのである（30）」。しかしながら、政党国家的民主制の
帰結、っまり、政党国家的民主制の論理は、今日充分に実定憲法化されて
いるということはできない、とライプホルツはいう。
以上に明らかなように、ライプホルツのいう「政党国家的民主制」の論
理は、その原理的構造において、「純粋代表」・「半代表」原理に基づく議
会制の論理と、本質的な点で全く異なっているものであり、「直接民主制
の代用物」といえるものである。
ただ、「政党国家的民主制の帰結」を実定化しているかのように見える
タイ王国憲法の場合にも、議会の単位は依然として議員であり、下院議会
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における活動の単位が政党である。一般的にこうした状況が変わらない限
り、「大衆政党」は、議会を補うことを前提とするものであり、議会にとっ
て代わるのではない、ということになる。議会制の論理は「政党国家」の
論理によって本来の意味を変えることになったが、しかし、議会制の論理
をまったく無意味なものにしているわけではない。
こうして、「直接民主制の代用物」である「政党国家的民主制」にまで
至らない段階における、「政党国家」ないし「直接民主制」の要素が加味
された議会制論理（概念）が求められることになる。
3タイ王国憲法における「政党国家」的議会制
現行の2007年タイ王国憲法において、国民代表原理に基づく（両議院
議員の）「全国民の代表」規定と緊張関係に立つ、（1）政党国家原理およ
び（2）政党国家的民主制原理に基づく政党条項は、以下の通りである。
（1）政党国家原理に基づく政党条項
①下院（比例区・選挙区選出）議員選挙候補者の政党所属義務付け規定
2007年憲法では、「次の資格を有する者が下院議員選挙（引用者注：選
挙区選出議員400名、比例区選出議員80名）に立候補する権利を有する。
く3）選挙日までに90日継続して、いずれか一つの政党の党員である」
（101条）とする（これまで通りの）規定に、「ただし、下院解散後の総
選挙の場合は、選挙日まで30日以上継続していずれか一つの政党の党員
であった者」とする但書規定が追加され、政党所属義務付け規定に厳格さ
が付加された。
②政党を公的機関として位置づけ、その活動等を規制する規定
2007年憲法は、政党について、「国民の政治意思を形成し、その意思に
基づく政治活動を行う」（65条1項）とし、「政党の内部組織の整備、活
動および規則は、国王を元首とする民主主義政体の基本原則と合致しなけ
ればならない」（65条2項）と規定している。
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タイ王国憲法では、政党が憲法の統治機構に組み込まれている以上、政
党は選挙民の意思を国会に伝える公的機関として位置づけられる。そこで
の政党は、議員政党のようなものではなく、選挙に際して、議会内外にお
ける不断の活動を通して、政府への世論の伝声管としての機能だけでな
く、主体的に国民の政治的意思を形成するという現代国家に不可欠な統合
機能をも営むことを期待される「大衆政党」にほかならない。
（2）政党国家的民主制原理に基づく政党条項一下院議員の「党籍離脱・
議員資格喪失」規定
2007年憲法は、下院議員の党籍離脱・議員資格喪失について、「下院議
員は、つぎのときその地位を失う。……（7）所属政党からの離党、または
所属政党が、党執行委員会および当該政党所属下院議員の合同会議での4
分の3以上の賛成によって、所属政党の党員たる資格を剥奪する決議をし
たとき、離党または政党の決議の日からその地位を失う。ただし、当該下
院議員が、政党の決議の日から起算して30日以内に憲法裁判所に対して、
当該決議が65条3項に該当していると異議を申し立てた場合、憲法裁判所
が当該決議は65条3項には該当しないと裁決したとき、憲法裁判所が裁
決した日からその地位を失う。また、憲法裁判所が当該決議は65条3項
に該当すると裁決したとき、当該下院議員は、憲法裁判所が裁決した日か
ら起算して30日以内に他の政党の党員になることができる。（8）憲法裁
判所が、当該下院議員が党員として所属する政党の解散を命令した場合、
憲法裁判所が命令した日から起算して60日以内に他の政党に入党せず、
政党党員であることの資格を失ったとき、その定める60日に達した日か
らその地位を失う。（31）」（106条）と定めた。
106条によれば、下院議員の議席喪失の原因となる場合とは、以下のよ
うな場合である。
（ア）当該下院議員が所属政党から離党する場合
離党の日に議員資格を喪失する。
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6）当該下院議員に対し所属政党が党員資格の剥奪決議を行った場合
下院議員が除名された場合である。当該決議の成立のためには、党執
行委員会および当該政党所属議員の合同会議での4分の3以上の賛成が
必要とされる。当該下院議員は、政党決議の日に議員資格を喪失する。
（ウ）当該下院議員による（イ）の決議への異議申立てが、憲法裁判所により
却下ないし棄却された場合
（a）当該下院議員は、政党決議の日から30日以内に憲法裁判所に対し
て当該決議が憲法65条3項に該当している旨の異議申立てを行うこ
とができる（32）。
65条3項によれば、政党党員たる下院議員、政党役員等は、政党
決議が①本憲法に基づく下院議員の地位および職務に抵触すると判断
する場合、または②国王を元首とする民主主義政体の基本原則に抵触
または違反すると判断する場合、憲法裁判所に裁決を要請する権利を
有する、とされる。
（b）①憲法裁判所が当該決議は65条3項には該当しないと裁決した場
合には、当該下院議員は裁決日に議員資格を喪失する。②憲法裁判所
が当該決議は65条3項に該当すると裁決した場合には、当該下院議
員は裁決した日から30日以内に他の政党に移籍することができる。
ω当該下院議員の所属政党が、憲法裁判所によって解散を命じられたと
き、解散命令の日から60日以内に他の政党に移籍しない場合
当該下院議員は、その定める60日に達した日に議員資格を喪失する。
上記（2）政党国家的民主制原理に基づく政党条項に関するタイ王国憲
法規定は、政党を離脱した時点での資格喪失規定であり、離脱後に他の政
党に所属するか無所属のままでいるかにかかわらない規定である。タイ王
国憲法の場合、議員は、自発的離党か除名かを問わず、原則として、所属
政党を離脱すれば議員資格を喪失する。
タイ王国は、ライプホルツのいう政党国家的民主制の特徴の一っ（政党
タイ王国憲法における政党条項をめぐって（野畑）31
国家的民主制の帰結である党籍離脱・議席喪失）を実定憲法化している
が、2007年憲法上の政党国家的民主制原理に基づく政党条項が適用され
るのは、下院議員だけである。上院議員については、上院議員選挙候補者
の資格要件（33）として、「政党の党員または政党において何らかの地位を有
するものではないこと（34）」（115条6号）が明定されている。このことか
ら、上院議員は国民代表原理に基づく106条（「……上院議員は、タイ国
民全体の代表者であり、いかなる命令、委任または支配によっても拘束さ
れることはない。利害の対立にかかわることなく、タイ国民全体の利益の
ために誠実に職務を遂行されなければならない。」）に則って活動すること
が要請される。
これに対して、下院議員の場合は、国民代表原理に基づく「国民全体の
代表者」たる議員でありながら、憲法規定により、政党の党員として、政
党国家的民主制原理に基づく政党条項の適用、なかんずく、政党からの強
い拘束（とくに除名による議席喪失）を受けることになる。理論的には、
憲法上、政党国家的民主制の論理を肯定することにより、自由委任の原
理、ひいてはそれが前提としている古典的代表議会制（国民代表原理に基
づく議会制）の論理との間に、矛盾衝突を生む可能性が生じる。しかしな
がら、これらの論理については、これを対立する二つの論理と捉えるので
はなく、二っの論理が絡み合った一つの論理とみることもできる。という
のも、代表議会制が前提とされながらも、「大衆政党」によって直接民主
制的に脚色された議会制という見方が成り立つからである。すでに述べた
ように、政党国家がいわれるときの政党は、代表議会制の論理に則って議
員の肩代わりをする議員政党ではない。政党国家的民主制は、代表議会制
における国民代表機能が批判され、代表の在り方を変えようとする動きの
結果として、またそうした動きとともに現れたのである。代表議会制に対
する牽制は、議会が創出する民意を疑うというかたちをとるというもので
あった。近代憲法・議会史におけるこの疑問に対する答えが、選挙権の拡
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大である。その結果、選挙民が増大し、選挙民大衆が出現した。この選挙
民大衆をまとめ、民意の形成を支援する議会外政党組織ができ上がった。
そして、この議会外組織が必然的にみずからの一部になる政党が出現し
た。つまり、「大衆政党」である。こうして、「大衆政党」の契機が加味さ
れた議会制、っまり直接民主制的に脚色された議会制が現れ、議会は、政
党によっていわば占領されている状況にあるような様相を呈している。だ
が、形骸化してしまったわけではない。議会の単位は依然として議員であ
り、議会における活動の単位が政党である、といえるからである。すなわ
ち、議員と政党員という二重性の現象は、議会制の論理と政党国家の論理
という二っの論理の絡み合いの様子を象徴するものである。
「大衆政党」が直接民主制的と特徴づけられるのは、議会があり、議会
を補うことを前提とし、議会にとって代わるのではない、ということで、
論理的に可能となる（35）。そうである限りでは、政党国家的民主制は、代
表議会制の代替物とはいえない。このように代表議会制の論理は「政党国
家」の論理によって本来の意味を変えたが、しかし、議会制の論理がまっ
たく無意味になったのではないのである。こうして、代表議会制の最低必
要条件一「代表」論理への配慮、全国民代表の体現者を準備する場の保持
一を充足する概念として、「政党国家的議会制」が提示され、つぎのよう
に説かれることになる。「政党国家の論理は議会制の論理を食いっぶした
かに見えて、そうなっていない。これら二つの論理は、互いを意識し、牽
制し合いながら、組み合わさっているように見える。それぞれは、統治機
構における20世紀的と19世紀的との対照といっていい。人権の部分での
この対照は、社会国家的と法治国家的とのそれだった。それぞれがたがい
を批判し合いながら社会的法治国という概念を形づくったように、政党国
家的と議会制的との対照についても、‘‘政党国家的議会制”という概念が
可能になるだろう。そしてこれが、こんにちの統治機構を特徴づける基本
的概念の一つとなる（36）」。
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おわりに
「政党国家的議会制」の概念を借りて、タイ王国憲法が下院議員に関し
て採用する議会制を特徴づけると、「政党国家的議会制」の一種、または
「政党国家」的論理を極限にまで推し進めたかたちでの「政党国家的議会
制」ということになろう。
タイ王国には、他の発展途上諸国と同様、議会制については、議会運営
にふさわしい担い手（議員）を用意することができていない状況がある。
また、議会制の補完・補強に資する政党制については、政党の離合集散の
度合いが強いという問題、あるいは、政党の脆弱性の問題がある。政党制
の問題に関しては、政党そのものの問題（党首のカリスマ性への依存、政
策・思想の欠如など）、タイの政治文化の問題（官僚権威主義、エリート
主義など）、国民性の問題（ミーイズム、パトロン・クライアント関係、
プログマティズムなど）が指摘されている（37）。
要するに、タイ王国には議会制の確立に必要な基盤づくりができていな
いという状況がある。この点に関して、議会制の母国・イギリスにおいて
は、制限選挙制（一般に批判的な扱いを受けている制度である）が、議会
制の確立にふさわしい担い手を用意したという点は否めない。っまり、制
限選挙制が、議会制の条件づくりをしたということである。今日、発展途
上国が制限選挙制を取り入れることは、普通選挙制の普遍化という趨勢を
鑑みれば、不可能である。だが、議会制の確立に必要な基盤づくりができ
ていない状況一とりわけ、議会運営にふさわしい担い手（議員）を用意す
ることができていない状況一において普通選挙制が導入されている場合、
議会制の正常な運営は困難となろう。それは、発展途上諸国ではよく見ら
れる現象である。発展途上諸国において、議会制の正常な運営を妨げる主
要因として実際に作用するのは、議員の所属政党からの脱退とそれに伴う
新党結成であることが指摘されている（38）。
タイ王国憲法の政党条項には、議会制の妨害要因の排除を実現すべく、
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党議拘束を担保・強化する憲法規定によって、議会制の確立（正常な運
営）を期待するという面を見出すことができる。
（1）野中俊彦ほか『憲法II【第4版】』（有斐閣、2008年）（高見勝利執筆）62頁。
（2）Section122，ConstitutionoftheKingdomofThailand，B．E．2550（2007），ForeignLaw
BureauOfficeoftheCouncilofState；ht葛）：／／www．asianlii．org／th／1egis／const／2007／1。
html．参照：加藤和英訳「仏暦2550年（2007年）タイ王国憲法』（「タイ国情報第41
巻別冊第4号』所収）（財団法人日本タイ協会2008年）27頁。
（3）浦野起央・西修『資料体系アジア・アフリカ国際関係政治社会史』第7巻（パピル
ス出版、1980年）466頁。
（4）「全国民の代表」規定は、その後の1946年憲法（36条）、1947年憲法（暫定版）（44
条）、1949年憲法（101条）、1952年（改正1932年）憲法（49条）、1968年憲法（97条）、
1974年憲法（127条）、1978年憲法（106条）、1991年憲法（117条）、1997年憲法（149
条）、2007年憲法（106条）等で継承されている。
（5）乃狐，Section101．参照：加藤和英訳『前掲書』21－22頁。
（6）乃鼠，Section65．参照：加藤和英訳『前掲書』12頁。
（7）Loαo瓦参照：『前掲書』同頁。
（8）野中俊彦ほか「前掲書』（高見勝利執筆）58頁。
（9）乃鉱，Section122．参照：加藤和英訳『前掲書』27頁。
（10）憲法学の視点からすると、西欧民主主義に対抗してつくり出された「タイ式民主主
義」という概念は、西欧民主主義とは質的に異なる新しい概念であるとまではいえな
い。「タイ式民主主義」にっいて、「西欧民主主義を否定する概念」（加藤和英「タイ
現代政治史国王を元首とする民主主義』（弘文堂、1995年）19頁。）と言うのは、
やや言い過ぎの感がする。「タイ式民主主義」ないし「国王を元首とする民主主義」
における「民主主義」の中身は、議会制に関していえば、西欧的「議会制民主主義」
ということになろう。とすると、西欧的「民主主義」の受容は否定しないが、それの
受容のしかたが「タイ式」である、ということにもなろう。河森正人『タイ変容す
る民主主義のかたち』（アジア経済研究所、1997年、62頁以下。）が示す「サリット
の軍部型『タイ式民主主義』」、「プミポン国王の「タイ式民主主義』」も、“誰の主導
による受容か”という文脈で、軍部主導型「タイ式民主主義」、国王主導型「タイ式
民主主義」と捉えることが可能となる。政治学者カモン・ソムウィチェンの「タイ式
民主主義」の要件に関する見方は、西欧の民主主義制度を、タイの伝統的価値観を基
本に据えて「国民の政治意識の度合いに応じた」（加藤和英『前掲書』19頁。）しか
たで受容すると説く見方、と解することができるが、この点にこそ意味があるといえ
る。（11）国王が仏法王（タマティラート）であるとは、国王が仏教擁護の第一人者であり、
公正と正義を追及する仏法（ダルマ）の最高の実力者であることを意味するものであ
る（加藤和英『前掲書』330頁。）。
（12）2007年憲法は、「主権はタイ国民に帰属する。元首である国王は本憲法の規定に
従って、国会、内閣および裁判所を通してかかる主権を行使する（Thesovereign
powerbelongstotheThaipeople．TheKingasHea〔lofStateshallexercisesuchpower
throughtheNationalAssembly，theCouncilofMinistersandtheCourtsinaccordance
withtheprovisionsofthisCons廿tution．）」（3条）と定め（乃鼠，SecUon3．参照：加
藤和英訳『前掲書』2頁。）、1932年12月憲法が国王を「主権の行使者」と位置づけ
た規定［2条「主権は、シャム国民より発生する。元首たる国王は、本憲法の規定に
よってのみこれを行使する。」（浦野起央・西修『前掲書』465頁。）］の趣旨を継承し
ている。
タイ君主制の先駆的研究である、榎原猛「君主制の比較憲法学的研究』（有信堂、
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1969年）は、「主権の行使者としての国王」を定める（1968年憲法に至る）タイ王国
憲法上の政治形態を「君主制的間接民主制度」（439頁）と位置づけている。同書は、
タイ王国憲法が主権者を国民としながら、主権の行使者を国王とすることの事情・背
景にっいて、1932年の立憲革命に触れっっ、っぎのように述べている。すなわち、
「タイの革命は、国民的基盤にたった下からの要求ではなかった。権威主義的支配の
原理は、絶対王政の打倒によって、なるほど変形こそしたけれども、権威主義そのも
のは生き残ったのである。国王の権力は崩壊したけれども、国民には、なお、国王の
権威の意識は失われていない。新権力者たちは一方では、理念的に、権力の源を国民
主権のなかに求め、他方では、現実的に伝統的な国王の権威による授権を必要とし
た。国民が主権者であるけれども、主権の行使者は国王であるとされた。」（448頁）
と。この「主権者を国民とし、主権の主たる行使者を国王とする君主制的間接民主
制」（451頁）という特徴づけは、タイ王国憲法の採用する民主制の変化を度外視す
れば、2007年憲法にも妥当しよう。
ちなみに、2007年憲法は、直接民主制的要素を加味し、第7章「人民の直接政治
参加」（DirectPoliUcalPa面cipa廿onofthePublic）において、つぎのような規定を置
いている。すなわち、①有権者は、1万人以上の署名をもって、憲法第3章（国民の
権利・自由）および第5章（国策の指導原則）関連の法案を審議するよう国会議長に
対して請願する権利を有する旨の規定、②有権者は、2万人以上の署名をもって、憲
法270条に定める者（首相、国務大臣、下院議員、上院議員、最高裁判所長官、憲法
裁判所長官、最高行政裁判所長官、最高検察官）について、上院による罷免決議を
行うよう上院議長に対して申し立てる権利を有する旨の規定、③有権者は国民投票
（re五erendum）の権利を有する旨の規定、これらである（乃畝，Section163，Section
164，Section165．参照：加藤和英訳『前掲書』38頁。）。
（13）浦野起央・西修『前掲書』546－547頁。
（14）「前掲書』541頁。
（15）「前掲書』547頁。
（16）加藤和英「前掲書』163－174頁。
（17）日本国憲法が国民代表の原理（自由委任の原理）を政党国家の原理に優先させてい
るという立場に立てば、議員は党籍変更を自由に行いうるという結論を導くことにな
る。しかしながら、選挙人が、‘‘政党”に投票しているという観点を考慮すると、こ
の結論には不合理性がつきまとうことになる。この点に関するわが国の通説的見解
は、党籍変更は政治的批判を受けることはあっても、法的な議員資格の喪失までは認
められないとする。つまり、政党の論理は事実の上では認めるが、法的に自由委任の
原理と対立する場合には、自由委任が優越するという考え方である。憲法の出発点が
自由委任にあるとする限り、事実的にはともかく、法的に選挙当日の政治的立場に拘
束されるとするのは適切とはいえないことになる。別言すれば、自由委任の原理を優
先する限り、政党が議員の生殺与奪の実権を法的にも掌握してしまうことは、自由委
任そのものを否定することになる。政党による除名に議席喪失の法的効果を認めるこ
とは、議員の自由な意見や行動を制約するもので許されないということになる。こ
うして、憲法規定を直視する限り、「やはり自由委任の原理を優先させざるをえない
・が、この結論では、『選挙人は政党に投票しているという観点からみた場合には
払い切れない不合理性』は依然として解消されない」（野中俊彦「政党と国民代表の
性格」佐籐幸治著『ファンダメンタル憲法』（有斐閣、1994年）160頁。）と指摘され
ることになる。
（18）野中俊彦「前掲」（『ファンダメンタル憲法』所収）155頁。
（19）G・ライプホルツ著、阿部照哉訳『現代民主主義の構造問題』（木鐸社、1974年）
94－95頁。
（20）棟居快行『憲法解釈演習第2版』（信山社、2009年）168頁。
（21）小林昭三『比較憲法学・序説』（成文堂、1999年）135頁以下。
（22）H・ケルゼン著、西島芳二訳『デモクラシーの本質と価値』（岩波書店、1966年）
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51頁。
（23）小林昭三『政治制度の思想』（成文堂、1968年）190頁。同書によれば、「貴族政党」
は、名誉革命から第一次選挙法改正まで（つまり、1689から1832年まで）の間の政
党を素材にして類型化したものである。また、「名望家政党」は、第一次選挙法改正
から第二次選挙法改正まで（つまり、1832年から1867年まで）の間に行われた選挙
権拡大の時期の政党の類型化である。この時期の政党は、名望家的な社会秩序を基礎
とし、「教養と財産」をもつ階層が形成・組織する政党であり、議会外にいまだ支持
組織をもたない、議員集団としての政党であった。下院議院の大部分は、地方名望
家のカを借りて選出され、党議拘束力は、まだ充分でなかった。「名望家政党」は、
制限選挙制の緩和（終局的には普通選挙制の確立）とともに大きく変化し、議会外に
その支持組織を整え、かつ厳格な政党規律を具備するようになる。イギリスでは、
1867年の第二次選挙法改正によって選挙権が飛躍的に拡大した。多数の都市労働者
が、新選挙民として登場し、保守党も自由党も、選挙民「大衆」の支持を得なければ
ならなくなった。大衆を対象とする選挙運動が、政党の重要な役割になり、二大政党
の全国的な組織が相前後してでき上がった。それまでの政党、つまり、もっぱら議会
内活動に終始した感のある政党に、議会外政党という要因が加わった。この面に政党
活動の重点が移行して、出現するに至ったのが「大衆政党」である（『前掲書』190
頁以下。）。
なお、圓藤真一「憲法と政党』（ミネルヴァ書房、1977年、110－111頁）は、ウェー
バーの政党分類について、「名望家政党と近代的政党の二つの型の政党を区別した」
（傍点は引用者）としている。
（24）マックス・ヴェーバー著、脇圭平訳『職業としての政治』（岩波文庫、1980年）54頁。
（25）手島孝「現代憲法と政党」芦部信喜編『岩波講座「現代法」第三巻・現代の立
法』（岩波書店、1965年）165頁。
（26）G・ライプホルツ著、安部照哉訳『前掲書』83頁。
（27）『前掲書』85頁。
（28）小林昭三『比較憲法学・序説』（成文堂、1999年）158頁。
（29）『前掲書』159頁。
（30）G・ライプホルツ著、安部照哉訳『前掲書』94－95頁。
（31）乃鼠，Section106．参照：加藤和英訳『前掲書』23頁。
（32）乃彪，Section65．参照：加藤和英訳『前掲書』12頁。
（33）その他、学士または相当以上の教育を修了していること（同条3号）、下院議員の
地位にある者でないこと、または政治色にある者の父母、配偶者若しくは子どもでな
いこと（同条5号）等が資格要件として定められている（乃鼠，Sec廿on115．参照：
加藤和英訳『前掲書』25－26頁。）。なお、上院議員は、2007年憲法で、総数が150人に
削減され、選出制度が公選・任命併用制に変更された（111条）。公選議員及び任命
議員の定数は規定されていないが、公選議員は県を定数1の選挙区とすることから、
総定数150から県数76を引いた74が任命議員の定数となる。任期は6年であり、連続
して任期を務めることは禁じられた（117条）。任命議員は、上院議員選考委員会に
より任命される（113条）（乃鼠，Sec廿on111，Section117，Se面on113．参照：加藤和
英訳「前掲書』24－26頁。）。
（34）Loαo鉱参照：『前掲書』同頁。
（35）小林昭三「日本国憲法の条件』（成文堂、1986年）189－190頁。
（36）『前掲書』191頁。
（37）加藤和英「前掲書』323頁。
（38）拙稿「シンガポール憲法の『政党』規定をめぐって」（『憲法論叢』第7号所収、
2000年）24頁以下。
（本学法科大学院・法学部教授）
